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４－１ 被災者支援（被災者の生活再建） 

事例名 災害ケースマネジメントによる生活再建支援「被災者生活再建推進プログラム」 

場所 宮城県仙台市 

取組時期 応急期・復旧期・復興前期・復興後期（2014年４月～） 

取組主体 主体：仙台市（復興事業局生活再建推進室） 

関係団体：一般社団法人パーソナルサポートセンター、仙台市社会福祉協議会 他 

取組概要： 

仙台市では、「被災者生活再建推進プログラム」を策定し、被災世帯の生活再建支援ニーズに応じて、

災害時の被災者の生活再建支援制度と平時の社会保障制度をトータルにコーディネートするオーダメ

イド型の支援を行った。支援にあたっては、日頃から生活支援に携わる行政機関と民間団体が役割を分

担し、連携することで、実効性・柔軟性のある伴走型の支援スキームを実現させた。 

 

具体的内容： 

■仙台市の被災者（仮設入居者）の生活再建支援 

仙台市では、震災３年後の 2014年３月に「被災者生活再建推進プログラム」を策定。それまで個別

に実施していた生活再建支援に関する事業を体系的に整理し、応急仮設住宅入居世帯毎の支援ニーズ

に応じて、各種サービスを組み合わせて提供することを決めた。 

被災世帯は、生活再建に関する個別訪問調査や支援経過のデータに基づき、「生活再建可能世帯」「日

常生活支援世帯」「住まいの再建支援世帯」「日常生活・住まいの再建支援世帯」に分類され、分類区分

に応じて支援メニューを組み合わせて提供される。特に重点的な支援対象である「住まいの再建支援世

帯」「日常生活・住まいの再建支援世帯」は、世帯毎に個別支援計画が策定され、支援目標のもとで各

事業主体が役割分担して総合的に支援する。 

仙台市では、「一人一人の状況に応じたきめ細かな支援」、「人と人とのつながりを大切にした支援」

を基本的視点に据え、仙台市社会福祉協議会や一般社団法人パーソナルサポートセンター等、平時から

生活支援に取り組む機関と行政機関がれぞれの知見やノウハウを連動させることで、実効性・柔軟性の

高い支援が展開されるようになった。 

2015 年３月からは「被災者生活再建加速プログラム」に改訂され、従前の住宅再建相談支援、公営

住宅入居支援、就労支援、地域保健福祉サービスによる支援等に加え、弁護士による相談支援や民間賃

貸住宅入居者支援が加えられた。また、「市内の仮設住宅に入居しているが接触できない世帯」「市内で

被災し市外の仮設住宅に入居している世帯」の抱える課題を追加し、支援の拡充・強化が図られた。 

 

■災害ケースマネジメントの他の地域・災害への波及 

このような支援方式は“災害ケースマネジメント”と呼ばれ、平時の社会保障制度と災害時の被災者

の生活再建支援制度をつなぐ実効性の高い支援スキームとして着目されている。 

仙台市の他には、宮城県の名取市や岩手県の大船渡市・北上市で採用されているほか、東日本大震災

以降も、熊本地震や平成 30年７月豪雨等、各地の被災地方公共団体で災害ケースマネジメントによる

生活再建支援が行われている。 
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図：生活再建加速プログラムによる支援（類型化による仮設住宅入居世帯の支援） 

（出典：仙台市被災者生活再建加速プログラム） 

 

出典（他の事例集等への掲載）： 

・ 公益財団法人ひょうご震災記念 21世紀研究機構「事例に学ぶ生活復興」（2018年３月）p41-42 

https://www.reconstruction.go.jp/topics/m18/04/20180409160607.html 

・ 仙台市「東日本大震災 仙台市復興五年記録誌」（2017年３月）p131-142 

https://www.city.sendai.jp/shinsaifukko/shise/daishinsai/fukko/5nenkiroku.html 

・ 仙台市「仙台市被災者生活再建加速プログラム」（2015 年３月） 

http://www.city.sendai.jp/kenko-jigyosuishin/shise/daishinsai/fukko/sekatsu/index.html 

・ 復興庁「復興推進委員会 資料３ 一般社団法人パーソナルサポートセンター理事 菅野拓「被災

者の生活再建支援-平時の社会保障と連動させる-」」（2019年１月） 

https://www.reconstruction.go.jp/topics/main-cat7/sub-cat7-2/20190121105401.html 

・ 菅野拓「借上げ仮設を主体とした仮設住宅供与および災害ケースマネジメントの意義と論点—東日

本大震災の研究成果を応用した熊本市におけるアクションリサーチを中心に－」地域安全学会論文

集 No.31,（2017年）p178-186 

https://www.jstage.jst.go.jp/article/jisss/31/0/31_177/_article/-char/ja/ 

 

活用された制度： 

・被災者生活再建支援制度 ・生活困窮者自立支援制度  

・介護保険制度 ・地域保健対策関連施策        等 

 

事業費： 
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